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 滋賀県長浜市に造成された農業用基幹水利施設の草野幹線水路は，昭和55年度から昭和57年

度に草野川沿いに造成されたオープンタイプのパイプライン（ＦＲＰＭ管,5種,管径,Φ900～

1,350mm,延長4.2km）で，平成23年度に実施した機能診断調査において，許容たわみ超過，割

れ，変形，これらに伴う漏水が確認された． 

 本報告では，FRPM管の変状要因の解明のため，管内部にひずみ計を設置し，上載荷重を段

階的に減少させ，ひずみ値の逆解析を行い，パイプライン施工に係る留意事項と管基礎設計へ

の適用として取りまとめを行った． 
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1.  はじめに 

 

 国営土地改良事業により造成された基幹的な農業水利

施設は，戦後の食糧増産時代や高度成長期に多く整備さ

れているため，今後一斉に耐用年数を超過していくこと

となり，突発事故や経年変化による施設機能の低下が懸

念されており，これら，農業水利施設の長寿命化対策を

実施するに当たり，ライフサイクルコストの低減を図る

必要があるが，診断技術，劣化予測，評価手法，対策工

法の有効性など，技術の確立が必要不可欠となっている． 

本報では，この技術の確立のために実施したひずみ値

の逆解析によるFRPM管の変状要因の解明について，パ

イプライン施工に係る留意事項と管基礎設計への適用を

報告する． 

 

 

2.  施設の概要 

 

 1980年～1982年に滋賀県長浜市に造成された草野幹線

水路は，オープンタイプのパイプラインで，地上条件を

水田及び農道とする延長4.2km，口径900mm～1,350mmの

FRPM管5種となっており，2011年に実施した機能診断調

査により，図-1に示す位置において変状が確認された． 

確認された管体の主な変状は許容値の5％を超過する

管体のたわみ（最大15％）で，その他に割れ，変形，そ

れらに伴う漏水となっている。図-2に変状状況を示す． 

 

図-1 草野幹線水路変状位置図 

 

 

図-2 変状状況写真 

別紙―２ 
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3.  解析の概要 

 

(1)   解析の概要 

 一般的なパイプラインの変状は，変状現象と変状要因

に関係性をもっており，変状現象によっては複数の変状

要因が考えられ，管体の許容たわみ超過においては，品

質不良，過載荷重，地盤の緩み，施工不良が主要因とし

て推定できる． 

 このうち，地盤の緩みを確認する手法として，管体に

発生したひずみの状態をひずみゲージにより把握し，ひ

ずみの状態から地盤の状態を推定する逆解析を行った．  

 このひずみの計測は，通常は応力を与える前の測定対

象物にひずみセンサを設置し，応力を加えることで測定

対象物に発生するひずみを計測するが，今回は，既設変

状管に発生済みのひずみを計測するため，応力が加わっ

ている状態の管体内面にひずみセンサを設置し，そこか

ら応力を解放することで，管体に発生していたひずみの

復元把握を行った． 

 

(2)   調査管体の諸元等 

a) 管体の諸元 

管 種 ： FRPM管 5 種 

形成法 ： フィラメントワインディング法 

口 径 ： φ1,350mm 

管 厚 ： 27mm 

たわみ ： 5. 3％（最大） 

造成年 ： 1982年 

b) 設計・施工上条件（造成時） 

基 礎 ： 砂基礎 

支持角 ： 90°（施工支持角） 

基床厚 ： 300mm 

土被り ： 約3.8m 

地上部 ： 水田（造成時から変化はない） 

 

 

4.  ひずみ計測 

 

(1)   計測方法 

 ひずみの計測位置は，最大たわみ5. 3％を計測した管

の中央部とし，センサの設置作業に支障を及ばさない離

隔を確保で，横断方向のひずみを密に計測するため， 

15°間隔で24点の計測を実施した．ひずみゲージのセン

サ設置イメージを図-3に示す． 

 センサ設置後は，µm単位の微小なひずみ計測に影響

を及ぼさないよう，土圧影響ラインの外から慎重に管側

部埋戻土（基礎部上面）まで掘削し，管体に作用してい

た応力の解放を行い，ひずみの復元把握を行った． 

  

 (2)   計測結果 

 管体に作用する応力は，一般的には管底において最大

となるが，応力解放により計測したひずみ量は，管頂で

-2,658μm，管側部右岸側で3,377μm ，管側部左岸側で

3,421μm ，管底で-730μm といった結果になった．表-1に

ひずみ量計測結果，図-4にひずみの分布を示す．  

 なお，管体の内圧試験及び外圧試験，燃焼試験を実施

したが，いずれの試験においても規格値を満足しており，

管体の品質不良等の問題は確認されなかったことから，

変状要因は管側部埋戻土の支持力低下である考えられた． 

 

表-1 ひずみ量計測結果 

 

 

 

 

図-3 ひずみ分布図 
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5.  構造解析 

 

 ひずみの発生状態から地盤状態を把握するため，図-4

に示す解析モデルで平面2次元歪み解析を実施した． 

 

 

 

図-4 解析モデル 

 

(1)   境界条件 

a) 固定条件 

 周辺土の底面及び側面を法線方向に固定 

b) 負荷条件 

 管と埋戻部のみに自重 

c) 接触条件 

 土と管，摩擦係数0.3 

d) 種  類 

 （管）：管 体  

（①）：地表面～管頂 

 （②）：管側部 

 （③）：管基礎 

 （④）：地 山  

 （⑤）：基礎地盤 

 

(2)   材料物性値 

 管は弾性モデル，土はモールクーロンモデルとし，物

性値は管側部（②）の弾性率を除き土質試験結果等によ

って表-2 のとおり設定した． 

なお，管側部（②）の弾性率については，管側部の緩

みを考慮し，たわみ率5％に合うように小さく設定した． 

 

表-2 物性値 

 

 

(3)   解析結果 

a) ひずみ 

 解析ひずみと，現場で実測した復元ひずみを比較する

と，形状が類似し，ひずみ量に若干の差はあるものの整

合性があることが確認された．図-5にひずみ分布の比較

図を示す． 

 

 

図-5 ひずみ分布比較図 

 

b) 全体変位 

 全体変位は，図-6に示すとおり，管直上部に載ってい

る土全体が一様に鉛直変位を起こし，地表面において

113mmの沈下が発生する結果となった．なお，調査管体

の直上部は田面であったことから，地表面の沈下が判然

としなかったが，今回調査地点から約15m下流の道路部

においては，地表面で10cm程度の沈下が確認されてお

り，地表面の変形形状は解析結果と現場状況に整合性が

あると考えられる． 

 

 

図-6 全体変位分布図 
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c) 土の塑性ひずみ 

 管直上部の土の境界において大きな塑性変形が発生し

ており，この領域のせん断崩壊により，周辺の土と縁切

りされる結果となった．図-7に土の塑性ひずみの分布図

を示す． 

 設計基準では，土被り2.0m以深ではマーストンの公式

により構造計算を行うこととなるが，今回の現場におい

ては，塑性変形に伴う周辺の土との縁切りによって，マ

ーストンの公式より土圧の大きくなる鉛直土圧公式に近

い土圧が作用したと思われる． 

 

 

図-7 土の塑性ひずみ分布図 

 

ｄ) 管体の変位 

 管体の変位は，管側部埋戻土の支持力低下に加え，土

の塑性ひずみに伴う管体へ作用する土圧の増大によって，

図-8に示すような，大きなたわみが発生していると考え

られる． 

 

 

図-8 管体の変位分布図 

 

(4)   評 価 

 今回の調査に合わせ，管側部埋戻土の現場密度試験を

実施したところ，締固度が75％と非常に緩い状態である

ことが確認でき，変状要因として推定した管側部の緩み

（支持力低下）と一致する結果となった． 

 また，地盤状態の逆解析により，土の全体変位や土の

塑性ひずみから管体に作用する土圧の状態を推定・把握

することで，変状メカニズムの解明に繋がる有効性の高

い調査であると考えられる． 

 なお，一般的なひずみゲージ調査は，模擬管路試験

や埋戻時などにおいて管体に作用する応力の増加状態

を計測するために実施されるが，今回実施した調査手

法はこれとは逆であり，管体に作用する応力の低減状

態を計測することにも有効であることが確認できた． 

 

(5)   緩みの要因 

 今回調査した管側部の埋戻土においては，開削確認に

より細流分が地山に付着していることが確認され，地下

水調査によって，地下水位が管頂付近の高い位置で推移

していることが判明しており，地下水の影響により埋戻

土の細流分が流亡したことで，管側部の緩みが発生した

と推察される． 

 

 

6.  管基礎設計・施工への適用 

 

設計基準においては，地下水は浮力の検討や変形遅れ

係数の補正といった構造計算上での評価となっており，

基礎部に与える影響は評価されていないため，基礎及び

埋戻し材料の選定においては，地下水などに対する留意

が必要であると考えられる． 

今後，改修計画等のある地区では，調査や実施段階に

おいて，ひずみゲージを用いた実測確認及び再現解析

などを行い，地盤の状態を詳細且つ適切に把握するこ

とで，その地域の地下水特性や現況に見合った基礎構

造の選定，基礎材の検討，施工管理上の留意点などに

資すると考えられる． 

 

 

7.  おわりに 

 

管水路における構造計算では，基礎反力は均一と仮定

した上で断面での計算を行うが，基礎材料等に緩みが生

じた場合，基礎反力は必ずしも等分布とならないことが

考えられるため，特にFRPM管のような異方性を持つ管

体においては，管接続部と管中央部のたわみ変化に留意

するとともに，断面方向以上に管軸方向の評価が重要に

なると考える． 
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